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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で示されることを特徴とする、有機金属錯体。
【化１】

（式（１）において、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキル
基を表す。Ｒ3は、水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基、炭素数が１乃至６のアル
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コキシ基又はアリールオキシ基を表す。Ｒ4は、水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキ
ル基を表す。Ｒ5及びＲ6は、それぞれ炭素数が１乃至４のアルキル基を表す。Ｍは、Ｉｒ
又はＰｔを表す。ａ及びｂは整数である。
　ただしＭがＩｒの場合、ａ及びｂについて、下記（Ａ１）及び（Ａ２）が満たされる。
（Ａ１）ａ＋ｂ＝３
（Ａ２）ａは２又は３
またＭがＰｔの場合、ａ及びｂについて、下記（Ｂ１）及び（Ｂ２）が満たされる。
（Ｂ１）ａ＋ｂ＝２
（Ｂ２）ａは１又は２）
【請求項２】
　前記ＭがＩｒであることを特徴とする、請求項１に記載の有機金属錯体。
【請求項３】
　前記ａが３であり、前記ｂが０であることを特徴とする、請求項２に記載の有機金属錯
体。
【請求項４】
　前記ａが２であり、前記ｂが１であることを特徴とする、請求項２に記載の有機金属錯
体。
【請求項５】
　前記Ｒ1、Ｒ2及びＲ4が水素原子であることを特徴とする、請求項１乃至４のいずれか
一項に記載の有機金属錯体。
【請求項６】
　前記Ｒ3が水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキル基であることを特徴とする、請求
項１乃至５のいずれか一項に記載の有機金属錯体。
【請求項７】
　前記Ｒ3が炭素数が１乃至４のアルキル基であることを特徴とする、請求項３又は４に
記載の有機金属錯体。
【請求項８】
　前記Ｒ4が炭素数が１乃至４のアルキル基であることを特徴とする、請求項３又は４に
記載の有機金属錯体。
【請求項９】
　前記Ｒ1及びＲ2が水素原子であることを特徴とする、請求項７又は８に記載の有機金属
錯体。
【請求項１０】
　一対の電極と、前記一対の電極の間に配置され少なくとも発光層を有する有機化合物層
と、から構成される有機発光素子において、
　前記有機化合物層に、請求項１乃至９のいずれか一項に記載の有機金属錯体が含まれる
ことを特徴とする、有機発光素子。
【請求項１１】
　前記発光層が、ホストとゲストとを有し、
　前記ゲストが、前記有機金属錯体であることを特徴とする、請求項１０に記載の有機発
光素子。
【請求項１２】
　複数の画素を有し、
　前記画素が、請求項１０又は１１に記載の有機発光素子と、前記有機発光素子に接続さ
れたスイッチング素子と、を有することを特徴とする、表示装置。
【請求項１３】
　画像を表示するための表示部と、画像情報を入力するための入力部と、を有し、
　前記表示部が、複数の画素を有し、
　前記画素が、請求項１０又は１１に記載の有機発光素子と、前記有機発光素子に接続さ
れたスイッチング素子と、を有することを特徴とする、画像入力装置。
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【請求項１４】
　請求項１０又は１１に記載の有機発光素子と、前記有機発光素子に接続されたインバー
タ回路と、を有することを特徴とする、照明装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機金属錯体及びこれを用いた有機発光素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光素子（有機エレクトロルミネッセンス素子、有機ＥＬ素子）は、陽極と陰極と
、陽極と陰極との間に配置される有機化合物層と、を有する電子素子である。各電極（陽
極、陰極）から電子及び正孔をそれぞれ注入することにより、有機化合物層中の発光性有
機化合物の励起子が生成され、該励起子が基底状態に戻る際に、有機発光素子は光を放出
する。
【０００３】
　有機発光素子の最近の進歩は著しく、その特徴としては、低印加電圧で高輝度、発光波
長の多様性、高速応答性、薄型、軽量の発光デバイス化が可能であること等が挙げられる
。
【０００４】
　またこれまでに有機発光素子の構成材料となる新規な発光性有機化合物の創出が盛んに
行われている。高性能の有機発光素子を提供するにあたり、この性能を引き出すための化
合物の創出が重要であるからである。
【０００５】
　特に、三重項励起状態からの発光（りん光）を利用した発光材料は、一重項励起状態か
らの発光（蛍光）を利用した発光材料と比較して、発光効率を高くすることができるため
、盛んに開発がされている。しかしながら、現状では更なる高輝度の光出力あるいは高変
換効率が必要である。また、長時間の使用による経時変化や、酸素を含む雰囲気気体や湿
気等による劣化等に対する耐久性の面においても未だに多くの問題がある。さらに、フル
カラーディスプレイ等への応用を考えた場合では、色純度の良い青、緑、赤の発光が必要
となるが、これらの問題に関してもまだ十分に解決されたとはいえない。特に、青色のり
ん光発光材料は、色純度の向上や材料の安定性という観点でいえば改善の余地が大きいと
いえる。
【０００６】
　りん光発光する有機化合物の一例として、下記に示すＺ０１（非特許文献１参照）及び
Ｚ０２（非特許文献２参照）が提案されている。
【０００７】

【化１】

【０００８】
　ここで化合物Ｚ０１及び化合物Ｚ０２は、いずれも２－フェニルピリジンを基本骨格と
した配位子を有するという共通点を有する。尚、Ｚ０１はフェニル基の４位に電子供与基
であるメトキシ基を有している。一方、Ｚ０２はフェニル基の５位に電子吸引基であるカ
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ルボニル基を有している。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．１９９１，３０，１６８５－１６８７
【非特許文献２】Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．２０１１，５０，８０６－８１８
【非特許文献３】Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１９８５，１０７，１４３１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかし化合物Ｚ０１及び化合物Ｚ０２の発光スペクトルのピーク波長（発光波長）は、
それぞれ４８１ｎｍ、４７７ｎｍであり、いずれの化合物も発光色は青緑色である。従っ
て、色純度の良い青色の発光を示すためには、さらに短波長の材料を模索する必要がある
。
【００１１】
　本発明は、上記課題を解決するためになされるものであり、その目的は、青色発光し、
発光特性（特に、外部量子収率）に優れた有機発光素子を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の有機金属錯体は、下記一般式（１）で示されることを特徴とする。
【００１３】

【化２】

（式（１）において、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキル
基を表す。Ｒ3は、水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基、炭素数が１乃至６のアル
コキシ基又はアリールオキシ基を表す。Ｒ4は、水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキ
ル基を表す。Ｒ5及びＲ6は、それぞれ炭素数が１乃至４のアルキル基を表す。Ｍは、Ｉｒ
又はＰｔを表す。ａ及びｂは整数である。
【００１４】
　ただしＭがＩｒの場合、ａ及びｂについて、下記（Ａ１）及び（Ａ２）が満たされる。
（Ａ１）ａ＋ｂ＝３
（Ａ２）ａは２又は３
またＭがＰｔの場合、ａ及びｂについて、下記（Ｂ１）及び（Ｂ２）が満たされる。
（Ｂ１）ａ＋ｂ＝２
（Ｂ２）ａは１又は２）
【発明の効果】
【００１５】
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　本発明によれば、青色発光し、発光特性（特に、外部量子収率）に優れた有機発光素子
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の有機発光素子と、この有機発光素子に電気接続するスイッチング素子の
一例であるＴＦＴ素子と、を有する表示装置の例を示す断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　まず本発明の有機金属錯体について説明する。本発明の有機金属錯体は、下記一般式（
１）で示される化合物である。
【００１８】
【化３】

【００１９】
　式（１）において、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキル
基を表す。
【００２０】
　Ｒ1及びＲ2で表わされるアルキル基として、メチル基、エチル基、ノルマルプロピル基
、イソプロピル基、ノルマルブチル基、ターシャリブチル基等が挙げられる。ただし本発
明は、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２１】
　式（１）において、Ｒ3は、水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基、炭素数が１乃
至６のアルコキシ基又はアリールオキシ基を表す。
【００２２】
　Ｒ3で表わされるアルキル基として、メチル基、エチル基、ノルマルプロピル基、イソ
プロピル基、ノルマルブチル基、ターシャリブチル基等が挙げられる。ただし本発明は、
もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２３】
　Ｒ3で表わされるアルコキシ基として、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基等が挙
げられる。ただし本発明は、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２４】
　Ｒ3で表わされるアリールオキシ基として、フェノキシ基等が挙げられる。ただし本発
明は、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２５】
　式（１）において、Ｒ4は、水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキル基を表す。
【００２６】
　Ｒ4で表わされるアルキル基として、メチル基、エチル基、ノルマルプロピル基、イソ
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もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２７】
　式（１）において、Ｒ5及びＲ6は、それぞれ炭素数が１乃至４のアルキル基を表す。
【００２８】
　Ｒ5及びＲ6で表わされるアルキル基として、メチル基、エチル基、ノルマルプロピル基
、イソプロピル基、ノルマルブチル基、ターシャリブチル基等が挙げられる。ただし本発
明は、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２９】
　式（１）において、Ｍは、Ｉｒ又はＰｔを表す。
【００３０】
　式（１）において、ａ及びｂは整数である。ただしＭがＩｒの場合、ａ及びｂについて
、下記（Ａ１）及び（Ａ２）が満たされる必要がある。
（Ａ１）ａ＋ｂ＝３
（Ａ２）ａは２又は３
【００３１】
　またＭがＰｔの場合、ａ及びｂについて、下記（Ｂ１）及び（Ｂ２）が満たされる必要
がある。
（Ｂ１）ａ＋ｂ＝２
（Ｂ２）ａは１又は２
【００３２】
　本発明の有機金属錯体のうち、下記（Ｃ１）の要件をさらに満たす態様が好ましい。
（Ｃ１）Ｒ1、Ｒ2及びＲ4が水素原子
【００３３】
　また本発明の有機金属錯体のうち、下記（Ｃ２）の要件をさらに満たす態様も好ましい
。
（Ｃ２）Ｒ3が水素原子又は炭素数が１乃至４のアルキル基
【００３４】
　さらに本発明の有機金属錯体のうち、（Ｃ１）及び（Ｃ２）の要件を満たす態様が特に
好ましい。
【００３５】
　次に、本発明の有機金属錯体の合成方法について説明する。尚、以下に説明する合成方
法はあくまでも具体例の一つであり、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００３６】
　本発明の有機金属錯体を合成する際には、少なくとも下記に示される配位子（ｉ）を前
もって用意する必要があるが、下記に示される二種類の配位子（ｉ）及び（ｉｉ）を用意
してもよい。
（ｉ）キサントン骨格とピリジン骨格とが単結合によって結合してなる配位子
（ｉｉ）アセチルアセトン誘導体
【００３７】
　ここで上述した配位子（ｉ）の合成方法を以下に説明する。上記配位子（ｉ）は、例え
ば、下記に示される合成スキームによって合成される。
【００３８】
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【化４】

【００３９】
　上記合成スキームにおいて、Ｒ7乃至Ｒ10に適宜置換基を導入することは可能である。
ここでＲ7乃至Ｒ10にそれぞれ導入可能な置換基は、具体的には、以下に示す通りである
。
（ａ）Ｒ7：水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基
（ｂ）Ｒ8：水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基
（ｃ）Ｒ9：水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基、炭素数が１乃至６のアルコキシ
基、アリールオキシ基
（ｄ）Ｒ10：水素原子、炭素数が１乃至４のアルキル基
【００４０】
　次に、有機金属錯体の合成例を説明する。本発明の有機金属錯体は、例えば、下記に示
される合成スキームによって合成することができる。
【００４１】

【化５】

【００４２】
　尚、上記合成スキームにおいて、Ｒ7乃至Ｒ10に適宜置換基を導入することは可能であ
る。このようにＲ7乃至Ｒ10に適宜置換基を導入することによって、様々なイリジウム錯
体を合成することができる。また、上記合成スキームにおいて、Ｒ11及びＲ12に適宜置換
基を導入することが可能である。具体的には、炭素数１乃至４のアルキル基を導入するこ
とが可能である。
【００４３】
　また上述した合成スキームに示されるように、グリセロール中にて、化合物Ｖ０６と化
合物Ｖ０４（配位子）とを高温で反応させることによって、配位子（ｉ）が３個配位され
ているイリジウム錯体を合成することができる。
【００４４】
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　またプラチナ錯体もイリジウム錯体と同様に、配位子が（ｉ）のみであるプラチナ錯体
や配位子が（ｉ）と（ｉｉ）とからなるプラチナ錯体を合成することができる。合成スキ
ームの一例を以下に示す。
【００４５】
【化６】

【００４６】
　次に、本発明の有機金属錯体の特徴について説明する。本発明の有機金属錯体は、青色
の発光における発光特性に優れている化合物である。ここでいう青色の発光とは、具体的
には、発光スペクトルのピーク波長が４３０ｎｍから４８０ｎｍである発光をいう。また
発光特性が良好であるとは、室温における溶液中の発光量子収率が大きいことを意味する
。具体的には、下記に示されるイリジウムのトリスキレート錯体として代表的な金属錯体
であるｆａｃ－Ｉｒ（ｐｐｙ）3の量子収率は、非特許文献３によると０．４である。こ
のため、これより大きい量子収率を持つ化合物は、良好な発光特性を有するといえる。
【００４７】
【化７】

【００４８】
　本発明の有機金属錯体は、２－（ピリジン－２－イル）－キサントンを基本骨格とした
配位子（以下、「主配位子」ということがある。）を用いている。以下、この基本骨格が
直接的又は間接的に関与する作用効果について詳細に述べる。
【００４９】
　（キサントンの性質）
　主配位子に含まれるキサントン骨格は、電子吸引基のカルボニル基を有しているため、
電子親和力が高い。また、キサントン単体の三重項エネルギーは３．０２ｅＶ（４１０ｎ
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ｍ）と高い三重項エネルギーを持っている。尚、主配位子のうち置換がまったく導入され
ていない配位子の三重項エネルギーは２．８５ｅＶ（４３５ｎｍ）である。
【００５０】
　（有機金属錯体における主配位子の作用効果）
　上述した主配位子を有機金属錯体に（具体的には、イリジウム錯体やプラチナ錯体の配
位子として）導入した場合、主配位子に含まれるキサントンが有する高い電子親和力によ
って、有機金属錯体の中心金属の電子密度を下げることができる。このため、有機金属錯
体のＨＯＭＯ準位を効果的に深くすることができる。その結果、有機金属錯体のバンドギ
ャップが広くなる。例えば、ｆａｃ－Ｉｒ（ｐｐｙ）3は５１０ｎｍの緑色発光を示すが
、下記に示される本発明の有機金属錯体である例示化合物Ｃ０１は、４７０ｎｍの青色発
光を示す。
【００５１】
【化８】

【００５２】
　（キサントンとピリジンとの結合位置）
　本発明の有機金属錯体に含まれている主配位子は、基本骨格中にキサントン及びピリジ
ンを有している。ここでキサントンとピリジンとの結合位置を考えると、キサントンとピ
リジンとが結合してなる化合物はいくつか考えられる。ここで発明者らは、キサントンの
２位の炭素とピリジンの２位の炭素とを単結合によって結合されてなる化合物である２－
（ピリジン－２－イル）－キサントンに着目した。そして発明者らは、主配位子の基本骨
格となる化合物である２－（ピリジン－２－イル）－キサントンが、有機金属錯体の中心
金属の電子密度を小さくすることができることを見出した。また２－（ピリジン－２－イ
ル）－キサントンを含む有機金属錯体が最も短波長の発光を示すことも見出した。
【００５３】
　この理由として、有機金属錯体の中心金属の電子密度を効果的に小さくするためには、
キサントン骨格に含まれるカルボニル基の置換位置が重要だからである。置換基の電子吸
引性の強さの指標として知られているハメット定数によると、カルボニル基はパラ位に結
合した時に最も電子吸引性が強いことが示されている。つまり、中心金属（との結合位置
）とカルボニル基との位置関係がパラ位にある場合、最も効果的に中心金属の電子密度を
下げることができる。即ち、主配位子に含まれるキサントンのピリジンとの結合位置は、
有機金属錯体自体の発光波長を最も短波長化できる結合位置であるといえる。
【００５４】
　尚、本発明の有機金属錯体とは構造が異なるが、中心金属（との結合位置）とカルボニ
ル基との位置関係がパラ位である例として、非特許文献２に記載の化合物Ｚ０２が挙げら
れる。この化合物の発光波長は７７Ｋにおいて４７７ｎｍである。一方、カルボニル基が
置換されていないｆａｃ－Ｉｒ（ｐｐｙ）3の発光は５１０ｎｍである。このため導入さ
れたカルボニル基が有する電子吸引性によって発光波長が短波長化されていることが示さ
れている。しかし、室温の溶液中において純度の良い青色発光を示すには発光波長をさら
に短波長化させる必要がある。これに対して、本発明の有機金属錯体である例示化合物Ｃ
０１は、室温の溶液中において４７０ｎｍの発光波長を示すと共に、色純度が改善されて
いる。
【００５５】
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　（主配位子に導入される置換基）
　本発明の有機金属錯体は、式（１）に示されるように、主配位子の所定の位置（Ｒ1乃
至Ｒ4）に置換基を導入することができる。
【００５６】
　ここで式（１）中のＲ1乃至Ｒ3にアルキル基を導入することによって、分子間相互作用
を抑制することができる。その結果、溶解性や、昇華性、薄膜状態のアモルファス性を向
上させることができる。しかしながら、アルキル基は炭素数が多すぎると、昇華性が低下
するため、Ｒ1乃至Ｒ3に導入するアルキル基は炭素数が１乃至４のアルキル基であること
が望ましい。
【００５７】
　一方、式（１）中のＲ4にアルキル基を導入することによって、キサントン骨格の平面
性を低下させることができる。その結果、キサントン骨格が有するπ電子に起因する分子
間相互作用を抑制することができ、溶解性や、昇華性、薄膜状態のアモルファス性を向上
させることができる。しかしながら、アルキル基は炭素数が多すぎると、昇華性が低下す
るため、Ｒ4に導入するアルキル基は炭素数が１乃至４のアルキル基であることが望まし
い。
【００５８】
　尚、キサントンのエーテル性酸素に対してパラ位に位置するＲ2は求電子反応を受けや
すいため、Ｒ2、Ｒ4にアルキル基等の置換基を導入することによって、不要な副反応を抑
えることができる。
【００５９】
　また式（１）において、Ｒ3にアルコキシ基又はアリールオキシ基を導入してもよい。
Ｒ3にアルコキシ基又はアリールオキシ基を導入することによって、有機金属錯体のＬＵ
ＭＯ準位を効果的に浅くすることができる。その結果、発光に関与するエネルギーギャッ
プが広くなるために発光波長の短波長化を実現することができる。
【００６０】
　本発明の有機金属錯体のうち、配位子が主配位子とアセチルアセトン誘導体との組合せ
からなる場合、式（１）中のＲ5及びＲ6は、それぞれ独立に選ばれる置換基であるが、材
料の合成の簡便さという観点から同じ置換基であることが好ましい。また、置換基の立体
障害が大きいほど分子間相互作用を抑制することができ、溶解性や、昇華性、薄膜状態の
アモルファス性を向上させることができる。しかしながら、アルキル基は炭素数が多すぎ
ると、昇華性が低下するため、Ｒ5及びＲ6にそれぞれ導入するアルキル基は炭素数が１乃
至４のアルキル基であることが望ましい。
【００６１】
　上述したように、本発明の有機金属錯体は青色発光材料、より具体的には、青色燐光発
光材料として用いることができる。このため、有機発光素子の発光材料として好ましく用
いることができる。尚、有機発光素子については後述する。また本発明の有機金属錯体は
、青色燐光発光するだけの十分広いバンドギャップ有しているため、それよりもバンドギ
ャップが狭い色、例えば緑色や赤色を発光する発光材料をゲストとして有する発光層にお
いて、ホストとして用いてもよい。
【００６２】
　次に、本発明の有機金属錯体の具体例を下記表１乃至表４に示す。ただし表１乃至表４
に記載されている金属錯体はあくまでも具体例であって、本発明はこれら金属錯体に限定
されるものではない。
【００６３】
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【表１】

【００６４】
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【表２】

【００６５】
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【表３】

【００６６】



(14) JP 5760217 B2 2015.8.5

10

20

30

40

50

【表４】

【００６７】
　例示した有機金属錯体のうち、Ａ群に属する有機金属錯体は、主配位子の基本骨格（キ
サントン－ピリジン骨格）中に置換基が存在しないものである。このためＡ群に属する化
合物は合成が簡便という利点がある。またＡ群に属する有機金属錯体は、基本骨格中に置
換基を導入したことに因む材料の不安定化が起こり得ないため、有機発光素子の発光材料
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として用いた時に良好な発光特性を得ることができる。
【００６８】
　例示した有機金属錯体のうち、Ｂ群に属する有機金属錯体は、主配位子の他に、補助配
位子であるアセチルアセトン誘導体が含まれている。ここでアセチルアセトン誘導体が含
まれている有機金属錯体は、合成する際に高温を必要としないため、簡便に合成すること
ができる。また、アセチルアセトン誘導体の性質、即ち、化合物自体の分子量が小さいこ
とやアルキル基による分子間相互作用の低減により、昇華精製の温度を大きく下げること
ができる。
【００６９】
　例示した有機金属錯体のうち、Ｃ群に属する有機金属錯体は、主配位子の基本骨格中に
置換基としてアルキル基が導入されている。ここでＣ群に属する有機金属錯体は、主配位
子の基本骨格中に導入されているアルキル基によって生じる立体障害によって分子間相互
作用が抑制されている。このため、錯体自体の昇華温度を下げることができる。またピリ
ジン部位にアルキル基を導入した有機金属錯体については、アルキル基を導入によって配
位子の還元電位が高くなるため、発光波長の短波長化の効果も奏する。
【００７０】
　例示した有機金属錯体のうち、Ｄ群に属する有機金属錯体は、主配位子の基本骨格の特
定の位置（Ｒ3）にアルコキシ基が導入されている。ここでＤ群に属する有機金属錯体は
、電子供与性の置換基であるアルコキシ基によって配位子の還元電位を高くすることがで
きる。このため、発光波長のさらなる短波長化が可能である。
【００７１】
　例示した有機金属錯体のうち、Ｅ群に属する有機金属錯体は、昇華性を向上させるＢ群
とＣ群との性質を組み合わせたものである。ここでＥ群に属する有機金属錯体は、昇華性
を向上させるＢ群とＣ群との性質、具体的には、立体障害を生じさせるアルキル基及び化
合物全体の分子量を低減させるアセチルアセトン誘導体を備えている。このため、錯体自
体の昇華性が大きく向上する。
【００７２】
　例示した有機金属錯体のうち、Ｆ群に属する有機金属錯体は、発光波長の短波長化とい
う効果を奏するＤ群と、昇華性を向上させるＢ群及びＣ群と、の性質を組み合わせたもの
である。このためＦ群に属する有機金属錯体は、発光波長の短波長化及び昇華性の向上を
同時に達成することができる。
【００７３】
　また本発明の有機金属錯体の基本骨格に、適宜置換基を導入することによって、有機金
属錯体の発光波長を変化させることが可能である。
【００７４】
　次に、本発明の有機発光素子について説明する。本発明の有機発光素子は、一対の電極
と、前記一対の電極の間に配置され少なくとも発光層を有する有機化合物層と、から構成
される。ここで一対の電極とは、例えば、陽極と陰極とからなる一組の電極である。尚、
本発明においては、一対の電極について、発光させることを目的として必要な順方向の電
界をかける以外に逆方向の電界をかけてもよい。
【００７５】
　本発明の有機発光素子において、有機化合物層とは、少なくとも発光層を有する単層あ
るいは複数の層からなる積層体である。有機化合物層を構成する層であって発光層以外の
ものとして、例えば、ホール注入層、ホール輸送層、ホール・エキシトンブロック層、電
子輸送層、電子注入層が挙げられる。ただし本発明はこれらに限定されるものではない。
【００７６】
　本発明に係る有機金属錯体を有する有機化合物層と別の有機化合物層との組み合わせは
適宜選択されればよい。別の有機化合物層は複数でも良い。
【００７７】
　本発明の有機発光素子において、有機化合物層の層構成の具体例を以下に列挙する。尚
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、下記に列挙する具体例のうち、具体例２については、ホール輸送層及び／又は電子輸送
層が発光層としての機能を有している。
［具体例１］（陽極／）発光層（／陰極）
［具体例２］（陽極／）ホール輸送層／電子輸送層（／陰極）
［具体例３］（陽極／）ホール輸送層／発光層／電子輸送層（／陰極）
［具定例４］（陽極／）ホール注入層／ホール輸送層／発光層／電子輸送層（／陰極）
［具体例５］（陽極／）／ホール輸送層／発光層／ホール・エキシトンブロック層／電子
輸送層（／陰極）
【００７８】
　ただし、具体例１乃至具体例５の構成は、あくまでも有機化合物層の基本的な構成を示
すものであり、本発明はこれら具体例に限定されるものではない。
【００７９】
　本発明においては、有機化合物層に、より具体的には、有機化合物層を構成する層のい
ずれかに本発明の有機金属錯体が含まれる。有機化合物層を構成する層のうち、本発明の
有機金属錯体を有する層としては、例えば、ホール注入層、ホール輸送層、発光層、ホー
ル・エキシトンブロック層、電子輸送層、電子注入層等が挙げられる。好ましくは、発光
層である。
【００８０】
　本発明の有機金属錯体が発光層に含まれる場合、発光層は、本発明の有機金属錯体のみ
からなる層であってもよいし、ホストとゲストとからなる層であってもよい。好ましくは
、発光層は、ホストとゲストとからなる層である。ここで発光層が、ホストとゲストとか
らなる層である場合、本発明の有機金属錯体の材料自体の特性（発光特性）を考慮して、
好ましくは、ゲストが本発明の有機金属錯体である。ここで青色発光素子を構成する発光
層に含まれるゲストとして本発明の有機金属錯体を用いるのが、特に好ましい。
【００８１】
　ところで、発光層に含まれるホスト及びゲストは、それぞれ発光層を構成する化合物の
重量比によって定義付けがなされる。即ち、発光層を構成する化合物のうち、重量比が最
も大きいものがホストである。一方、発光層を構成する化合物のうち、ホストよりも重量
比が小さいものがゲストである。ここで発光層に含まれるゲストの含有量は、発光層の総
重量を基準として０．０１重量％以上２０重量％以下、より好ましくは、０．５重量％以
上１０重量％以下である。またゲストが有機発光素子の発光色を決める発光材料であるこ
とが好ましい。一方、発光層が複数種（３種類以上）の有機化合物を有する場合、ホスト
及びゲスト以外の材料として、発光アシスト材料、電荷注入材料等を発光層に含めてもよ
い。
【００８２】
　尚、本発明の有機金属錯体を発光層のゲストとして用いる場合、ホストとしては本発明
の有機金属錯体よりもＬＵＭＯ準位（最低空軌道準位）が高い材料、言い換えれば、ＬＵ
ＭＯ準位が真空順位により近いホストを用いることが好ましい。というのも本発明の有機
金属錯体はＬＵＭＯ準位が低いため発光層、即ち、ホストに供給される電子をホストから
より良好に受けることができるからである。
【００８３】
　次に、本発明の有機発光素子の構成材料であって本発明の有機金属錯体以外の材料につ
いて説明する。
【００８４】
　ホール注入層あるいはホール輸送層を構成する有機化合物は、ホール移動度の高い化合
物であることが好ましい。この場合有機化合物は低分子化合物でも高分子化合物でもよい
。例えばトリアリールアミン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、スチルベン誘導体、フ
タロシアニン誘導体、ポルフィリン誘導体、ポリ（ビニルカルバゾール）、ポリ（チオフ
ェン）その他の導電性高分子を挙げることができる。ここでホール注入層あるいはホール
輸送層を構成する有機化合物の具体例を以下に示す。
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【００８５】
【化９】

【００８６】
　電子注入層や電子輸送層を構成する有機化合物は、ホール注入層やホール輸送層が有す
る化合物のホール移動度とのバランスを考慮して選択される。例えばオキサジアゾール誘
導体、オキサゾール誘導体、ピラジン誘導体、トリアゾール誘導体、トリアジン誘導体、
キノリン誘導体、キノキサリン誘導体、フェナントロリン誘導体、有機アルミニウム錯体
等を挙げることができる。ここで電子注入層あるいは電子輸送層を構成する有機化合物の
具体例を以下に示す。
【００８７】
【化１０】

【００８８】
　本発明の有機発光素子において、ホストは、キャリアであるホール及び電子がそれぞれ
良好に移動することを可能にする材料であることが好ましい。また発光層内で生じた励起
子を効率よく発光に利用するために、発光材料よりも高い三重項最低励起エネルギー準位
Ｔ1を有する材料がより好ましい。ホストとして、例えば、縮環化合物（例えば、フルオ
レン誘導体、ナフタレン誘導体、カルバゾール誘導体、キノキサリン誘導体、キノリン誘
導体等）、トリス（８－キノリノラート）アルミニウム等の有機アルミニウム錯体、有機
亜鉛錯体、及びトリフェニルアミン誘導体、ポリ（フルオレン）誘導体、ポリ（フェニレ
ン）誘導体等の高分子誘導体が挙げられる。ここで発光層のホストとして用いられる有機
化合物の具体例を以下に示す。
【００８９】

【化１１】

【００９０】
　陽極の構成材料としては、仕事関数がなるべく大きな材料がよい。例えば、金、白金、
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銀、銅、ニッケル、パラジウム、コバルト、セレン、バナジウム、タングステン等の金属
単体あるいはこれら金属単体を複数種組み合わせてなる合金、酸化錫、酸化亜鉛、酸化イ
ンジウム、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム等の金属酸化物である。ま
た、ポリアニリン、ポリピロール、ポリチオフェン等の導電性ポリマーでもよい。これら
の電極物質は一種類を単独で使用してもよいし複数種類を併用して使用してもよい。また
、陽極は一層で構成されていてもよいし、複数の層で構成されていてもよい。
【００９１】
　陰極の構成材料としては、仕事関数の小さな材料がよい。例えば、リチウム等のアルカ
リ金属、カルシウム等のアルカリ土類金属、アルミニウム、チタニウム、マンガン、銀、
鉛、クロム等の金属単体が挙げられる。あるいはこれら金属単体を複数種組み合わせてな
る合金も使用することができる。例えば、マグネシウム－銀、アルミニウム－リチウム、
アルミニウム－マグネシウム等が使用できる。酸化錫インジウム（ＩＴＯ）等の金属酸化
物の利用も可能である。これらの電極物質は一種類を単独で使用してもよいし複数種類を
併用して使用してもよい。また、陰極は一層で構成されていてもよいし、複数の層で構成
されていてもよい。
【００９２】
　本発明の有機金属錯体を含有する層及びその他の有機化合物からなる層は、以下に示す
方法により形成される。真空蒸着法、イオン化蒸着法、スパッタリング、プラズマあるい
は、適当な溶媒に溶解させて塗布する塗布法（例えば、スピンコーティング、ディッピン
グ、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等）により薄膜を形成する。真空蒸着法や溶
液塗布法等によって層を形成すると、結晶化等が起こりにくく経時安定性に優れる。また
塗布法で成膜する場合は、適当なバインダー樹脂と組み合わせて膜を形成することもでき
る。
【００９３】
　上記バインダー樹脂として一例を挙げる。即ちポリビニルカルバゾール樹脂、ポリカー
ボネート樹脂、ポリエステル樹脂、ＡＢＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノ
ール樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、尿素樹脂を挙げる。
【００９４】
　また、これらバインダー樹脂は、ホモポリマー又は共重合体として１種単独で使用して
もよいし、２種以上を混合して使用してもよい。さらに必要に応じて、公知の可塑剤、酸
化防止剤、紫外線吸収剤等の添加剤を併用してもよい。
【００９５】
　本発明の有機発光素子は、表示装置や照明装置に用いることができる。他にも電子写真
方式の画像形成装置の露光光源や液晶表示装置のバックライト等に用いることができる。
【００９６】
　ここで表示装置は、画像を表示するための表示部と、画像情報を入力するための入力部
と、を有している。そしてこの表示装置は、本発明の有機発光素子を表示部に有する装置
である。尚、この表示部は複数の画素を有している。そしてこの画素は本発明の有機発光
素子と、有機発光素子の発光輝度を制御するためのスイッチング素子の一例であるＴＦＴ
素子と、を有する。またスイッチング素子は、上記有機発光素子を構成する陽極又は陰極
と、薄膜トランジスタのドレイン電極又はソース電極と、を電気接続するために設けられ
る素子でもある。
【００９７】
　表示装置はＰＣ、ヘッドマウントディスプレイ、携帯電話等の画像表示装置として用い
ることができる。表示される画像は、二次元画像、三次元画像を問わない。
【００９８】
　表示装置は、エリアＣＣＤ、リニアＣＣＤ、メモリーカード等からの情報を入力する画
像入力部を有し、入力された画像を表示部に出力する画像出力装置でもよい。
【００９９】
　画像出力装置は、画像入力部をＣＣＤセンサ等の撮像素子とし、撮像光学系を有するデ
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ジタルカメラであってもよい。
【０１００】
　表示装置は、出力されている画像に触れることで入力できる入力機能を有していてもよ
い。例えば、タッチパネル機能等が挙げられる。
【０１０１】
　また表示装置はマルチファンクションプリンタの表示部に用いられてもよい。
【０１０２】
　本発明の有機発光素子は照明装置に用いられてもよい。この照明装置は、本発明の有機
発光素子と、この有機発光素子に接続されているインバータ回路と、を有する。
【０１０３】
　本発明の有機発光素子を有する照明装置の照明光の色は、白色でも、昼白色でも、その
他の色でもよい。
【０１０４】
　次に、本発明の有機発光素子を使用した表示装置について、図面を参照しながら説明す
る。
【０１０５】
　図１は、本発明の有機発光素子と、この有機発光素子に電気接続するスイッチング素子
の一例であるＴＦＴ素子と、を有する表示装置の例を示す断面模式図である。尚、図１の
表示装置２０では、有機発光素子とＴＦＴ素子との組み合わせが２組ある態様を示してい
る。以下に、構造の詳細を説明する。
【０１０６】
　図１の表示装置２０は、ガラス等の基板１とその上部にＴＦＴ素子又は有機化合物層を
保護するための防湿膜２が設けられている。また符号３は金属のゲート電極３である。符
号４はゲート絶縁膜４であり、５は半導体層である。
【０１０７】
　ＴＦＴ素子８は半導体層５とドレイン電極６とソース電極７とを有している。ＴＦＴ素
子８の上部には絶縁膜９が設けられている。コンタクトホール（スルーホール）１０を介
して有機発光素子の陽極１１とソース電極７とが接続されている。尚、本発明の表示装置
は、図１の構成に限られず、陽極又は陰極のうちいずれか一方とＴＦＴ素子ソース電極又
はドレイン電極のいずれか一方とが接続されていればよい。
【０１０８】
　図１の表示装置２０において、有機化合物層１２は、１つの層として簡略化した形式で
図示しているが、実際には複数の層からなる有機化合物層であってもよい。陰極１３の上
には有機発光素子の劣化を抑制するための第一の保護層１４や第二の保護層１５が設けら
れている。
【０１０９】
　本実施形態に係る表示装置においてスイッチング素子に特に制限はなく、トランジスタ
やＭＩＭ素子を用いてよい。トランジスタは単結晶シリコンを用いた薄膜トランジスタ、
アモルファスシリコン型のトランジスタ素子等を用いてもよい。薄膜トランジスタはＴＦ
Ｔ素子とも呼ばれる。
【０１１０】
　有機発光素子はスイッチング素子により発光輝度が制御される。有機発光素子を複数面
内に設けることでそれぞれの発光輝度により画像を表示することができる。
【０１１１】
　また、Ｓｉ基板上にアクティブマトリクスドライバーを作製し、その上に有機発光素子
を設けて制御することも可能である。
【０１１２】
　これは精細度によって選択され、たとえば１インチでＱＶＧＡ程度の精細度の場合はＳ
ｉ基板上に有機発光素子を設ける方が好ましい。
【０１１３】
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　本実施形態に係る有機発光素子を用いた表示装置を駆動することにより、良好な画質で
、安定な長時間表示が可能になる。
【実施例】
【０１１４】
　以下、実施例により本発明を説明する。ただし本発明はこれらに限定されるものではな
い。
【０１１５】
　［実施例１］例示化合物Ｅ０１の合成
　下記に示す合成スキームに従って、例示化合物Ｅ０１を合成した。
【０１１６】
【化１２】

【０１１７】
　（１）中間化合物Ｘ０２の合成
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
化合物Ｘ０１（２－ブロモ－９Ｈ－キサンテン－９－オン）：６．００ｇ（２１．８ｍｍ
ｏｌ）
ビスピナコラトジボロン：６．６４ｇ（２６．２ｍｍｏｌ）
ビストリフェニルホスフィンパラジウムジクロリド：４６０ｍｇ（０．６５４ｍｍｏｌ）
酢酸カリウム：６．４２１ｇ（６５．４ｍｍｏｌ）
１，４－ジオキサン：２００ｍｌ
【０１１８】
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　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で８０℃に加熱して、この温度（８０℃）で８時間撹
拌した。尚、反応溶液を加熱撹拌する際には、薄層クロマトグラフィーにより、原料が消
失し、新たな化合物が生成する様子を随時確認した。次に、反応溶液を室温に戻した後、
ろ過して得られたろ液を減圧濃縮して粗生成物を得た。次に、この粗生成物をシリカゲル
カラムクロマトグラフィー（展開溶媒は、ヘプタン：トルエン：酢酸エチル＝１：１：１
の混合溶媒）によって精製した。次に、上記シリカゲルカラムクロマトグラフィーによっ
て得られた目的のフラクションを集めて減圧濃縮することにより、中間化合物Ｘ０２を５
．９６ｇ（１８．６ｍｍｏｌ）得た（収率８５．０％）。ここでＬＣ－ＭＳ（液体クロマ
トグラフィー直結質量分析計）より、ｍ／ｚ＝３２２のピークが得られたため、目的物で
あることを確認した。
【０１１９】
　（２）中間化合物Ｘ０３の合成
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
中間化合物Ｘ０２：５．００ｇ（１５．５ｍｍｏｌ）
２－ブロモ－４－メチルピリジン：２．６６ｇ（１５．５ｍｍｏｌ）
テトラキストリフェニルホスフィンパラジウム：５３９ｍｇ（０．４６６ｍｍｏｌ）
トルエン：２００ｍｌ
エタノール：５０ｍｌ
２Ｍ炭酸ナトリウム水溶液：５０ｍｌ
【０１２０】
　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で８０℃に加熱して、この温度（８０℃）で８時間撹
拌した。尚、反応溶液を加熱撹拌する際には、薄層クロマトグラフィーにより、原料が消
失し、新たな化合物が生成する様子を随時確認した。次に、反応溶液を室温に戻した後、
飽和食塩水２００ｍｌを加えて分液操作を行い、有機層を回収した。次に、有機層を無水
硫酸ナトリウムで乾燥させた後、減圧濃縮して粗生成物を得た。次に、この粗生成物をシ
リカゲルカラムクロマトグラフィー（展開溶媒は、ヘプタン：トルエン：酢酸エチル＝５
：２：１の混合溶媒）によって精製した。次に、上記シリカゲルカラムクロマトグラフィ
ーによって得られた目的のフラクションを集めて減圧濃縮することにより、中間化合物Ｘ
０３を３．８４ｇ（１３．４ｍｍｏｌ）得た（収率８６．１％）。ここでＬＣ－ＭＳ（液
体クロマトグラフィー直結質量分析計）より、ｍ／ｚ＝２８７のピークが得られたため、
目的物であることを確認した。
【０１２１】
　（３）中間化合物Ｘ０４の合成
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
三塩化イリジウム三水和物：５００ｍｇ（１．４２ｍｍｏｌ）
中間化合物Ｘ０３：１．２２ｇ（４．２６ｍｍｏｌ）
２－エトキシエタノール：１５ｍｌ
水：５ｍｌ
【０１２２】
　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で１００℃に加熱して、この温度（１００℃）で１２
時間撹拌した。次に、反応溶液を室温に戻した後、析出した固体をろ過して回収した。次
に、回収したろ物をメタノール３０ｍｌによる分散洗浄を２回行うことにより、中間化合
物Ｘ０４を７８８ｍｇ（０．４９２ｍｍｏｌ）得た（収率６９．３％）。ＭＡＬＤＩ－Ｔ
ＯＦ　ＭＳ（マトリックス支援イオン化－飛行時間型質量分析）より、ｍ／ｚ＝１６００
のピークが得られたため、目的物であることを確認した。
【０１２３】
　（４）例示化合物Ｅ０１の合成
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
中間化合物Ｘ０４：７００ｍｇ（０．４３７ｍｍｏｌ）
アセチルアセトン：４３７ｍｇ（４．３７ｍｍｏｌ）
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炭酸ナトリウム：４６３ｍｇ（４．３７ｍｍｏｌ）
２－エトキシエタノール：２０ｍｌ
【０１２４】
　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で１００℃に加熱して、この温度（１００℃）で８時
間撹拌した。次に、反応溶液を室温に戻した後、析出した固体をろ過して回収した。次に
、回収したろ物をメタノール２０ｍｌによる分散洗浄を２回行った後、シリカゲルカラム
クロマトグラフィー（展開溶媒：クロロホルム）によって精製した。次に、上記シリカゲ
ルカラムクロマトグラフィーによって得られた目的のフラクションを減圧濃縮した後、ト
ルエンで再結晶を行った。次に、この再結晶によって析出した固体をろ過によって回収す
ることにより、例示化合物Ｅ０１を６１５ｍｇ（０．７１１ｍｍｏｌ）得た（収率８１．
３％）。ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ（マトリックス支援イオン化－飛行時間型質量分析）
より、ｍ／ｚ＝８６５のピークが得られ、目的物であることを確認した。また、得られた
例示化合物Ｅ０１のうち、１００ｍｇをアルバック機構社製の昇華精製装置にて昇華精製
を行った。尚、昇華精製の際、真空度を７．０×１０-1Ｐａとし、アルゴンガスの流量を
１０ｍｌ／ｍｉｎとし、昇華温度を３５０℃とした。この昇華精製により、例示化合物Ｅ
０１を７８ｍｇ得た。
【０１２５】
　一方、昇華精製後に得られた例示化合物Ｅ０１は、ＨＰＬＣ（高速液体クロマトグラフ
ィー）の測定によって、２５４ｎｍの吸収における純度が９９．９％以上であることを確
認した。
【０１２６】
　他方、例示化合物Ｅ０１のトルエン溶液（濃度：１×１０-5ｍｏｌ／Ｌ）を調製し、こ
のトルエン溶液について、日立製Ｆ－４５００を用いて、励起波長３００ｎｍにおける発
光スペクトルの測定を行った。その結果、極大発光波長は４８４ｎｍであった。また絶対
量子収率計（浜松ホトニクス製、Ｃ９９２０－０２）を用いて当該トルエン溶液の量子収
率を測定したところ、０．６０であった。
【０１２７】
　さらに示差熱－熱重量同時測定装置（ブルカー製、ＴＧ－ＤＴＡ２０００ＳＡ）による
熱分析測定によって、３５０℃における熱分解は確認されなかった。
【０１２８】
　［実施例２］例示化合物Ｃ０１の合成
　下記に示す合成スキームに従って、例示化合物Ｃ０１を合成した。
【０１２９】
【化１３】

【０１３０】
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ
例示化合物Ｅ０１：５００ｍｇ（０．５７８ｍｍｏｌ）
中間化合物Ｘ０３：４９８ｍｇ（１．７３ｍｍｏｌ）
グリセロール：２５ｍｌ
【０１３１】
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　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で２２０℃に加熱し、この温度（２２０℃）で１２時
間撹拌した。次に、反応溶液を室温に戻した後、水１００ｍｌを加えてさらに撹拌をした
。次に、析出した固体をろ過して回収して粗生成物を得た。次に、シリカゲルカラムクロ
マトグラフィー（展開溶媒：クロロホルム）によって精製した。次に、上記シリカゲルカ
ラムクロマトグラフィーによって得られた目的のフラクションを集めて減圧濃縮した後、
トルエンで再結晶を行った。この再結晶にて析出した固体をろ過によって回収することに
より、例示化合物Ｃ０１を４４２ｍｇ（０．４２１ｍｍｏｌ）得た（収率７２．８％）。
ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ（マトリックス支援イオン化－飛行時間型質量分析）より、ｍ
／ｚ＝１０５１のピークが得られ、目的物であることを確認した。また、1Ｈ－ＮＭＲ測
定によって９つのプロトンが帰属されたため、得られた錯体がフェイシャル体であること
が分かった。
【０１３２】
　また、得られた例示化合物Ｃ０１のうち、２５０ｍｇをアルバック機構社製の昇華精製
装置にて昇華精製を行った。尚、昇華精製の際、真空度を７．０×１０-1Ｐａとし、アル
ゴンガスの流量を１０ｍｌ／ｍｉｎとし、昇華温度を４５０℃とした。この昇華精製によ
り、例示化合物Ｃ０１を９８ｍｇ得た。
【０１３３】
　一方、昇華精製後に得られた例示化合物Ｃ０１は、ＨＰＬＣ（高速液体クロマトグラフ
ィー）の測定によって、２５４ｎｍの吸収における純度が９９．９％以上であることを確
認した。
【０１３４】
　他方、例示化合物Ｃ０１のトルエン溶液（濃度：１×１０-5ｍｏｌ／Ｌ）を調製し、こ
のトルエン溶液について、日立製Ｆ－４５００を用いて、励起波長３００ｎｍにおける発
光スペクトルの測定を行った。その結果、極大発光波長は４７０ｎｍであった。また絶対
量子収率計（浜松ホトニクス製、Ｃ９９２０－０２）を用いて当該トルエン溶液の量子収
率を測定したところ、０．６９であった。
【０１３５】
　さらに示差熱－熱重量同時測定装置（ブルカー製、ＴＧ－ＤＴＡ２０００ＳＡ）による
熱分析測定によって、４５０℃における熱分解は確認されなかった。
【０１３６】
　［実施例３］例示化合物Ｄ０１の合成
　実施例１（３）において、中間化合物Ｘ０３の代わりに下記に示す化合物Ｘ０５を用い
た他は、実施例１及び２の方法を併用して例示化合物Ｄ０１を合成した。尚、化合物Ｘ０
５は、実施例１（２）において、２－ブロモ－４－メチルピリジンの代わりに、２－ブロ
モ－４－メトキシピリジンを用いることで合成が可能である。
【０１３７】
【化１４】

【０１３８】
　実施例１と同様にして発光特性を測定したところ、極大発光波長は４６３ｎｍで、量子
収率は０．５８であった。
【０１３９】
　［実施例４］例示化合物Ｃ１５の合成
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　実施例１（３）において、中間化合物Ｘ０３の代わりに下記に示す化合物Ｘ０６を用い
た他は、実施例１及び２の方法を併用して例示化合物Ｃ１５を合成した。
【０１４０】
【化１５】

【０１４１】
　尚、化合物Ｘ０６は、実施例１（１）において、化合物Ｘ０１の代わりに、下記に示す
化合物Ｘ０１ａを用い、実施例１（２）において、２－ブロモ－４－メチルピリジンの代
わりに、２－ブロモピリジンを用いることで合成が可能である。
【０１４２】
【化１６】

【０１４３】
　実施例１と同様にして発光特性を測定したところ、極大発光波長は４７１ｎｍ、量子収
率は０．７０であった。
【０１４４】
　［実施例５］例示化合物Ｅ０３の合成
　下記に示す合成スキームに従って、例示化合物Ｅ０３を合成した。
【０１４５】
【化１７】

【０１４６】
　（１）中間化合物Ｘ０７の合成
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
塩化白金（ＩＩ）：５００ｍｇ（１．８８ｍｍｏｌ）
中間化合物Ｘ０３：５１３ｍｇ（１．７９ｍｍｏｌ）
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２－エトキシエタノール：１５ｍｌ
水：５ｍｌ
【０１４７】
　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で１００℃に加熱し、この温度（１００℃）で１２時
間撹拌した。次に、反応溶液を室温に戻した後、析出した固体をろ過して回収した。次に
、回収したろ物についてメタノール３０ｍｌによる分散洗浄を２回行うことにより、中間
化合物Ｘ０７を５３０ｍｇ（０．５１２ｍｍｏｌ）得た（収率５４．５％）。ＭＡＬＤＩ
－ＴＯＦ　ＭＳ（マトリックス支援イオン化－飛行時間型質量分析）より、ｍ／ｚ＝１０
３２のピークが得られ、目的物であることを確認した。
【０１４８】
　（２）例示化合物Ｅ０３の合成
　反応容器に、以下に示す試薬、溶媒を仕込んだ。
中間化合物Ｘ０７：５００ｍｇ（０．４８４ｍｍｏｌ）
アセチルアセトン：４８４ｍｇ（４．８４ｍｍｏｌ）
炭酸ナトリウム：５１３ｍｇ（４．８４ｍｍｏｌ）
２－エトキシエタノール：２０ｍｌ
【０１４９】
　次に、反応溶液を、窒素雰囲気下で１００℃に加熱して、この温度（１００℃）で８時
間撹拌した。次に、反応溶液を室温に戻した後、析出した固体をろ過して回収した。次に
、回収したろ物についてメタノール２０ｍｌによる分散洗浄を２回行った。次に、トルエ
ンによる再結晶を行ったときに析出した固体を回収することにより、例示化合物Ｅ０３を
４６４ｍｇ（０．７９９ｍｍｏｌ）得た（収率８２．５％）。ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ
（マトリックス支援イオン化－飛行時間型質量分析）より、ｍ／ｚ＝５８０のピークが得
られ、目的物であることを確認した。
【０１５０】
　また、得られた例示化合物Ｅ０３のうち、４００ｍｇをアルバック機構社製の昇華精製
装置にて昇華精製を行った。尚、昇華精製の際、真空度を７．０×１０-1Ｐａとし、アル
ゴンガスの流量を１０ｍｌ／ｍｉｎとし、昇華温度を３１０℃とした。この昇華精製によ
り、例示化合物Ｅ０３を３２１ｍｇ得た。
【０１５１】
　一方、昇華精製後に得られた例示化合物Ｅ０３は、ＨＰＬＣ（高速液体クロマトグラフ
ィー）の測定によって、２５４ｎｍの吸収における純度が９９．９％以上であることを確
認した。
【０１５２】
　他方、例示化合物Ｅ０３のトルエン溶液（濃度：１×１０-5ｍｏｌ／Ｌ）を調製し、こ
のトルエン溶液について、日立製Ｆ－４５００を用いて、励起波長３００ｎｍにおける発
光スペクトルの測定を行った。その結果、極大発光波長は４６９ｎｍであった。また絶対
量子収率計（浜松ホトニクス製、Ｃ９９２０－０２）を用いて当該トルエン溶液の量子収
率を測定したところ、０．０５であった。
【０１５３】
　さらに示差熱－熱重量同時測定装置（ブルカー製、ＴＧ－ＤＴＡ２０００ＳＡ）による
熱分析測定によって、３１０℃における熱分解は確認されなかった。
【０１５４】
　［実施例６］例示化合物Ｆ０３の合成
　実施例５（１）において、中間化合物Ｘ０３の代わりに化合物Ｘ０５を用いた他は、実
施例５と同様の方法により、例示化合物Ｆ０３を合成した。また実施例５と同様の方法で
例示化合物Ｆ０３の発光特性を測定したところ、極大発光波長は４６１ｎｍ、量子収率は
０．０３であった。
【０１５５】
　［実施例７］例示化合物Ｅ０８の合成
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　実施例５（１）において、中間化合物Ｘ０３の代わりに化合物Ｘ０６を用いた他は、実
施例５と同様の方法により、例示化合物Ｅ０８を合成した。また実施例５と同様の方法で
例示化合物Ｅ０８の発光特性を測定したところ、極大発光波長は４７０ｎｍ、量子収率は
０．１１であった。
【０１５６】
　［実施例８］有機発光素子の作製
　陽極、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層及び陰極がこの順に積層してなる
有機発光素子を、以下に示す方法により作製した。ここで、本実施例で使用した化合物の
一部を以下に示す。
【０１５７】
【化１８】

【０１５８】
　まずスパッタ法により、ガラス基板上に、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）を成膜して陽極
を形成した。このとき陽極の膜厚を１２０ｎｍとした。次に、基板をアセトン、イソプロ
ピルアルコール（ＩＰＡ）で順次超音波洗浄し、次いでＩＰＡで煮沸洗浄後乾燥した。さ
らに、ＵＶ／オゾンにて洗浄した。以上の方法で処理した陽極付基板を透明導電性支持基
板として次に工程で使用した。
【０１５９】
　次に、化合物Ｙ０１とクロロホルムとを混合してクロロホルム溶液を調製した。次に、
このクロロホルム溶液を透明導電性支持基板上に滴下した後、スピンコート法により正孔
注入層となる薄膜を形成した。このとき正孔注入層の膜厚は３０ｎｍであった。
【０１６０】
　次に、正孔注入層まで形成した基板を真空チャンバー内に移動させた後、抵抗加熱によ
る真空蒸着法を用いて、下記表５に示される有機化合物層及び電極層を連続成膜すること
により、有機発光素子を作製した。尚、連続成膜を行うにあたり、チャンバー内の圧力を
１×１０-5Ｐａとした。
【０１６１】
【表５】

【０１６２】
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　得られた有機発光素子の特性を測定・評価した。具体的には、ヒューレッドパッカード
社製・微小電流計４１４０Ｂを用いて素子の電流電圧特性を測定・評価し、トプコン社製
ＢＭ７を用いて有機発光素子の発光輝度を測定・評価した。
【０１６３】
　ここで本実施例の有機発光素子は、発光輝度１０００ｃｄ／ｍ2のとき、ＣＩＥ標準表
色でｘ＝０．１６，ｙ＝０．３６の青色発光を示し、外部量子収率９．１％という高い発
光効率を示した。また本実施例の有機発光素子を、窒素雰囲気下で１００時間連続して電
圧を印加したところ、良好な発光が継続していることが確認された。
【０１６４】
　［実施例９］
　実施例８において、発光層に含まれるドーパントとして、例示化合物Ｃ０１の代わりに
例示化合物Ｄ０１を用いたことを除いては、実施例８と同様の方法により有機発光素子を
作製した。得られた有機発光素子について、実施例８と同様に素子の特性を測定・評価し
た。その結果、発光輝度１０００ｃｄ／ｍ2のとき、ＣＩＥ標準表色でｘ＝０．１５，ｙ
＝０．２８の青色発光を示し、外部量子収率８．２％という高い発光効率を示した。また
本実施例の有機発光素子を、窒素雰囲気下で１００時間連続して電圧を印加したところ、
良好な発光が継続していることが確認された。
【０１６５】
　［実施例１０］
　実施例８において、発光層に含まれるドーパントとして、例示化合物Ｃ０１の代わりに
例示化合物Ｅ０３を用いたことを除いては、実施例８と同様の方法により有機発光素子を
作製した。得られた有機発光素子について、実施例８と同様に素子の特性を測定・評価し
た。その結果、発光輝度１０００ｃｄ／ｍ2のとき、ＣＩＥ標準表色でｘ＝０．１６，ｙ
＝０．３７の青緑色発光を示し、外部量子収率９．９％という高い発光効率を示した。ま
た本実施例の有機発光素子を、窒素雰囲気下で１００時間連続して電圧を印加したところ
、良好な発光が継続していることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１６６】
　以上説明したように、本発明の有機金属錯体は、高い量子収率と青色に適した発光を有
する化合物である。このため有機発光素子の構成材料に用いた場合、良好な発光特性を有
する発光素子を得ることができる。
【符号の説明】
【０１６７】
　８：ＴＦＴ素子、１１：陽極、１２：有機化合物層、１３：陰極
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